
富士山火山広域避難計画
について
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富士山直下で低周波地震が多発富士山直下で低周波地震が多発

富士山に噴火警戒レベルを導入富士山に噴火警戒レベルを導入

「富士山火山防災対策協議会」の設置「富士山火山防災対策協議会」の設置

富士山ハザードマップの策定富士山ハザードマップの策定

富士山火山広域避難計画【計画編】の策定
（避難の基本的な考え方を決定）

富士山火山広域避難計画【計画編】の策定
（避難の基本的な考え方を決定）

平成12年10月～13年５月頃

平成16年６月

平成19年12月

平成24年６月

平成26年２月

１．富士山火山広域避難計画について

富士山火山広域避難計画【対策編】の策定
（円滑な避難を実施するための対策を整理）

富士山火山広域避難計画【対策編】の策定
（円滑な避難を実施するための対策を整理）

平成27年３月

（１）計画策定までの背景

・市町村避難計画の作成

・広域避難計画の追加、修正、見直し
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地域防災計画の改正（県・市町村）地域防災計画の改正（県・市町村）
広域避難計画の内容を含む「火山対策の巻」等の改正

広域避難計画（協議会）

○複数の市町村を対象に、想定される火山現象から避難すべき範囲と時期等

を具体的に示した計画

○避難対応や対策の基本的な考え方を記載

○災害対策基本法第40条の都道府県地域防災計画及び同法第42条の市町村地

域防災計画の作成に資する

広域避難計画（協議会）

○複数の市町村を対象に、想定される火山現象から避難すべき範囲と時期等

を具体的に示した計画

○避難対応や対策の基本的な考え方を記載

○災害対策基本法第40条の都道府県地域防災計画及び同法第42条の市町村地

域防災計画の作成に資する

避難計画の作成（市町村）避難計画の作成（市町村）
広域避難計画で示した基本的な考え方を基に
市町村が実施する詳細な避難対応や対策を記載広域避難計画との整合

（２）計画の位置付け

１．富士山火山広域避難計画について
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（３）広域避難計画の構成

１．富士山火山広域避難計画について

・ 火山防災対策の今後の検討事項を整理第４編 今後の検討事項

・ 避難計画の実施に関する各種資料集資料編

・ 広域避難を円滑に実施するために各機関が実施する

対策を整理

第３編 避難対策

・ 想定される火山現象からの避難の基本的な考え方、

避難時期、避難対象、避難先を整理

第２編 広域避難計画

・ 計画の位置付け

・ 協議会の構成及び役割

第１編 総論

概要編
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１－１ 対象とする火山現象

１－２ 計画の前提

１－３ 影響が想定される範囲と避難を要する範囲

１－４ 避難対象者の区分

１－５ 避難時期と避難先

１．基本方針

２．避難開始基準

３．避難解除基準

２．広域避難計画の位置づけ

３．協議会の構成及び果たす役割

第2編 広域避難計画

第１章 基本方針

第1編 総論

１．広域避難計画の策定経緯

２－１ 火口形成、火砕流、大きな噴石、溶岩流

２－２ 融雪型火山泥流

２－３ 降灰、小さな噴石

２－４ 降灰後土石流

４．避難対象者数と避難先

３．段階別の避難の流れ

第２章 広域避難計画

１．避難の概要

２．火山現象別の避難の考え方

２．計画の構成(1)
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１．関係機関及び住民等への情報伝達

１－１ 火山活動に関する情報伝達

１－２ 協議会内の情報伝達体制

１－３ 一般住民、観光客・登山者及び避難行動
要支援者への情報伝達

１－４ 情報伝達例文及び広報手段

１－５ 国内外への情報伝達・広報

２．報道対応

２．国の体制

３．県の体制

４．市町村の体制

５．合同会議の開催

第２章 情報伝達

第３編
第１章 協議会・国・県・市町村等の体制

１．協議会の体制

６．火山活動の各段階における体制

１１．避難長期化対策

１２．家畜避難

９．住民の安否確認

１０．避難所の開設・運営

６．広域避難路等の堆積物の除去

７．避難者の輸送

８．避難行動要支援者等への避難支援

第４編 今後の検討事項

第３章 避難対策

１．広域避難者の受入れに係る基本事項

２．入山規制

３．警戒区域の設定

４．広域避難路の指定及び確保

５．交通規制

２．計画の構成(2)
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避難対象エリア 説 明

影響想定範囲
可能性マップの示す範囲
（火口形成、火砕流、
大きな噴石、溶岩流）

第１次避難対象
エリア

想定火口範囲

第２次避難対象
エリア

火砕流、大きな噴石、
溶岩流(３時間以内)
到達範囲

第３次避難対象
エリア

溶岩流(３時間－24時間)
到達範囲

第４次A避難対
象エリア

溶岩流（24時間－７日間）
到達範囲

第４次B避難対
象エリア

溶岩流（７日間－約40日
間）到達範囲

■溶岩流等の避難対象エリア

ライン４

ライン３

ライン16

ライン14

ライン15

ライン13
ライン12

ライン11

ライン５

ライン６

ライン７

ライン８

ライン９

ライン10

ライン１

ライン17

ライン２

影響想定範囲

第１次避難対象エリア

第２次避難対象エリア

第３次避難対象エリア

第４次Ａ避難対象エリア
第４次Ｂ避難対象エリア

３．計画のポイント
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・溶岩流の流下等に伴って繰り返し避
難とならないように溶岩流等の到達範
囲の外とする。

・避難先において融雪型火山泥流や降
灰により逃げ遅れや孤立することがな
いよう考慮する。

■全方位避難とライン避難

■避難先

避難時期 避難範囲

噴火前 全方位避難

噴火発生直後 必要なラインの避難

噴火発生後 ライン避難

▲

想定火口範囲

ブロック

ブロック

ブロック

ブロック

ブロック

火砕流、噴石、
溶岩流（3時間）

到達範囲
溶岩流

（3時間-24時間）
到達範囲

溶岩流
（24時間-７日間）

到達範囲
溶岩流

（７日間-約40日間）
到達範囲

流域界
（尾根）

▲
山頂

流域界
（尾根）

３．計画のポイント

4



8

３．計画のポイント

東部地域
1.5万人

峡東地域
3.0万人

中北地域
3.5万人

峡南地域
0.5万人

東部地域
7.4万人

賀茂地域
1.3万人

中部地域
2.9万人

西部地域
12.6万人

中部地域
8.2万人

西部地域
4.4万人

富士東麓

富士西麓

富士北麓

国土地理院 白地図を使用

0 20km

避難対象者数と避難先
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３．計画のポイント

溶岩流等（火口形成、火砕流、大きな噴石、溶岩流）からの避難は、自家用車等によ
る避難を基本とし、状況によっては市町村外への広域避難となる。
県が避難先となる受入市町村を決定し、次に受入市町村が避難実施市町村と連携し
て、避難先となる受入避難所を決定する。

情報の動き

避難者の動き

自治体の動き

凡 例

一時集結地

受入
避難所

受入
避難所

受入
避難所

受入市町村

避難実施市町村

受入市町村の
調整、決定

県

住民等

避難所
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